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「病院経営の現況調査」報告について   

日本病院団体協議会では、先般、平成 20年度の診療報酬改定に向け  

ての要望事項をとりまとめ、厚生労働省に提出させていただいたところ  

であります。   

病院運営をとりまく状況は前回のマイナス改定により極めて厳しい  

ものであると認識しており、会員病院から経営悪化、医師不足、看護師  

不足、病棟閉鎖などの問題が報告されております。   

このような状況を踏まえて、今般、病院経営の実態把握のため本協議  

会に加盟する11団体の全会員病院を対象に、「病院経営の現況調査」を  

実施いたしました。   

本日、別添のとおりとりまとめましたのでご報告申しあげます。   

調査の結果、病院経営の悪化の状況、医師・看護師不足の深刻化等々、  

病院医療崩壊の実態が明らかになり、国民が等しく、安心して受けられ  

る医療を提供することは極めて困難な状況に陥っています。   

このような状況を早急に改善するため下記項目について  

り、特に平成 20年度診療報酬改定にあたり、特段のご配慮  
しあげます。  

賜 を 解 理 ご  

申  ＼T －‥Y 願 お を  

記  

1．医療費総枠の拡大   

2，病院医療に対する診療報酬上の重点的評価   

3・産婦人科・小児科・救急医療等医療政策に関わる公私の区別のない   

補助対象の拡大   

4．大幅な増員による勤務環境の 整備  

以 上   
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「病院経営の現況調査」報告（概要）   

本調査は、日本病院団体協議会に加盟する11団体の全病院を客体として、平成19年  

8月から9月にかけて実施した。回答数は2，837病院であり、全国の病院8，878に対す  

る回答病院が占める割合は32．0％である。  

Ⅰ．調査結果の概要  

1．平成17年度に比較して、平均在院日数は短縮されており、入院患者延べ数・外来   

患者延べ数も減少していた。  

2．全体の赤字病院は、平成17年度37．11％から平成18年度43．02％に増加していた。   

病床規模別では、500床以上の赤字が60．14％と高率であった。また「自治体立」   

92．73％、「国立」69．29％、「公的」58．90％が赤字であった。  

3．平成17年度と比較した増減率は、「－1％以上」が51．14％であった。中小規模に   

は「－10％以上」の病院が多かった。病床種別では、医療療養病床において「－1％   

以上」が72．5％、「一10％以上」が25．42％と著しく高率であった。  

4．平成15年末と比較した医師数は、31．88％の病院で減少し、平成17年度末と比較   

した看護師数は、33．12％の病院で減少していた。  

5．平成18年度中の医師募集は72．51％の病院が行い、そのうち「採用予定数より少   

なかった」50．28％、「全く採用できなかった」25．60％と、医師の採用は極めて困難   

な状況であった。  

6．看護師募集は96．08％の病院が行い、そのうち「採用予定数より少なかった」   

64．36％、「全く採用できなかった」2．41％と、看護師の採用も極めて困難な状況で   

あった。  

7．平成16年度以降の、「病床休止もしくは返還」の状況は、全病院の18．67％（521   

病院）が「あり」と回答している。またその病院数は、平成18年以降に急増してい   

る。「病床休止もしくは返還」しているのは、病床規模では大きい病院ほど比率が高   

く、開設主体では「国立」「自治体立」「公的」の順で比率が高く、病床種別では「精   

神のみ」「一般のみ」の順で比率が高かった。  

8．平成16年度以降に「何らかの診療科を休止した」病院は、全体の15．78％（439   

病院）に上る。診療科で最も多いのは産婦人科（71病院）であり、次いで小児科（67   

病院）などであり、複数回答を合わせると622科に上った。開設主体別では「医療   

法人」「自治体立」「公的」「国立」の順に比率が高かった。  

9．平成16年度以降に「救急指定・救急輪番制などの取り下げ」を行った病院は、全   

体では109病院（3．95％）であった。病床規模では、中小規模に多く、開設主体別   

では、「個人」「医療法人」「公的」「自治体立」の順で比率が高く、「国立」では低い。   

病床種別に見ると、「一般のみ」「一般＋医療療養」「医療療養のみ」、の比率が高く、  

1577病院中91病院（5．77％）が取り下げを行っている。   
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10．「現時点における今後の運営方針」は、「診療所への転換を検討」48病院、「介護   

施設（一部含む）への転換を検討」274病院、「閉院を検討」20病院を認めた。いず   

れも中小規模が中心である。開設主体別では、「診療所への転換を検討」は「医療法   

人」28病院、「自治体立」10病院であった。また、病床種別では、「医療療養のみ」   

は「診療所への転換を検討」24病院（11．71％）、「介護施設（一部含む）への転換   

を検討」96病院（41．20％）、「閉院を検討」7病院（3．47％）と過半数の病院が他施   

設への転換・廃院を検討していることが判った。  

Ⅱ．調査結果のまとめ   

平成17年度に比較して平成18年度の病院経営状況は著しく悪化していた。それは、  

500床以上の病院の60％以上が赤字であり、「自治体立」の90％以上が赤字となり、中  

小規模では過半数の病院の経営が前年度より悪化していることなどに示されている。   

また、常勤医師の減少した病院が高率に存在し、採用は極めて困難という結果になっ  

た。それは、臨床研修医の研修必修化、開業医の急増、勤務医の仕事量増加による疲弊  

など、多くの要因により勤務医の減少および採用困難が起きていることを示すものであ  

る。一方、看護師の減少した病院も高率に存在し、採用も極めて困難という結果になっ  

た。看護師は従来入職・退職が多く、各病院においては看護師募集が常態化していたが、  

平成18年診療報酬改定における看護基準の大幅変更により、さらに多くの病院が看護師  

募集をしたため採用困難がより顕著になったことを示すものである。   

療養病床再編の最中にある医療療養病床は、介護施設への転換・診療所への転換・廃  

院を検討している病院が過半数を占めており、介護保険施設における受け皿を早急に準  

備する必要性を強く認めた。   

医師・看護師不足は、結果として病床休止・返還（521病院）、診療科休止（439病院）、  

救急指定・救急輪番制取り下げ（109病院）という形に表れた。特に、産婦人科・小児  

科を筆頭に合計622科の診療休止や、100を超える病院の救急指定・救急輪番制取り下  

げは、地域医療の継続・維持を困難にし、病院医療さらに日本の医療提供体制を崩壊し  

てしまうことを強く示唆するものである。   

また、結果からは、平成18年診療報酬改定が病院経営を悪化させたことは明らかにな  

っており、さらに医師・看護師不足により病院・診療科・救急医療の継続を困難にして  

いる。早急に医師・看護師の増員を図るとともに、次期診療報酬改定における病院医療  

に対する十分な報酬増、都道府県・地域の実情に合わせた産婦人科・小児科・救急医療  

などに対する公私の区別の無い補助など、多面的な施策が必要である。   

病院が劣悪な経営状態から脱却し、医療の質・安全の向上、全国における医療提供体  

制の整備を行うことは急務である。国民が納得できる病院医療の構築と、医療従事者の  

医療に対する「誇り」を取り戻すためには、少なくとも先進国における平均的な国民医  

療費（対GDP比）が必要である。  

以上  

2   



日本病院団体協議会  

日本病院団体協議会  

「病院経営の現況調査」報告より明らかになった問題点   

1．医業収支の状況  

平成17年度と比較して、診療報酬改定があった平成18年度は赤字病院の割合が6％増加し  

ていた。  

平成17年度医業収支  平成18年度医業収支   

2・平成18年度中の医師募集の状況  

回答のあった2，746病院のうち、  

72％の病院が医師募集を行って  

いるが、そのうち、予定通り採  

用できた病院は18％であり、  

54％の病院が採用予定数より少  

ない、あるいは全く採用できな  

い状況であった。  

3・平成18年度中の看護師募集の状況  

回答のあった2，731病院のうち、  

96％の病院が看護師募集を行ってい  

るが、予定通り採用できた病院は  

31％であり、65％の病院は採用予定  

数に達していない状況であった。  
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4．平成16年度以降の病床休止もしくは返還の状況   

回答のあった2，790病院のうち、平成16年度以降に病床休止もしくは返還を行った病院は、  

521病院（19％）であった。   

年度別にみると、診療報酬改定があった平成18年度以降に件数が増加していた。  

平成16年度以降の病床休止  
もしくは返還  

平成16年度以降の病床休止もしくは返還  
（年度別件数）  

228  

115  

95  

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度   

5．平成16年度以降に休止した診療科の状況  

回答のあった2，782病院のうち、平成16年度以降に診療科を休止した病院は439病院（16％）  

であった。   

診療科別にみると、産婦人科（71件）、小児科（67件）が多かった。  

平成16年度以降に休止した診療科（上位10件）  

平成16年度以降に休止した  
診療科  
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6．平成16年度以降の救急指定・輪番制の取り下げの状況  

回答のあった2，761病院のうち、平  

成16年度以降に救急指定・輪番制を  

取り下げた病院は109病院あった。  

平成16年度以降の救急指定   

救急輪番制などの取り下げ   

7．今後の運営方針について  

回答病院における現時点における今後の運営方針について調査したところ、「診療所への転換  

を検討」している病院は48病院、「介護施設（一部含む）への転換を検討」している病院は274  

病院、「閉院を検討」している病院は20病院であった。  

介護施設（一部含む）へ   

診療所への転換を検討  の転換を検討  閉院を検討  

回答数   構成比   回答数   構成比   回答数   構成比   

あ り   48   1．77   274   9．97   20   0．74   

な し   2．657   98，23   2．475   9・03   2，674   99．26   

合 計   2，705   100．00   2，749   100．00   2，694   100．00   

以上より明らかになった問題点としては、   

＞ 病院経営の悪化および医師・看護師の採用困難   

＞ それに伴う病床休止・返還、診療科の休止、救急指定等の取り下げの存在   

＞ 診療所・介護施設への転換、閉院を検討している病院の存在  

などが挙げられる。   

医療の質・安全の向上、全国における医療提供体制の整備を行うことは急務である。次期  

診療報酬改定における病院医療に対する十分な報酬増、都道府県・地域の実情に合わせた産  

婦人科・小児科・救急医療などに対する公私の区別の無い補助など、多面的な施策が必要で  

ある。  

以上  
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